
 
令和 4 年 12 月 15 日 
中日本高速道路株式会社 

 
関係法令の改正に伴う共通仕様書の読替について 

 
資源有効利用促進法政省令の改正が令和４年９月２日付で公布（令和５年１月１日施行）されたこ

と、また建設業法施行令の一部を改正する政令が令和 4 年 11 月 18 日付で公布（令和 5 年 1 月 1 日
施行）されたことに伴い、令和 5 年 1 月 1 日以降は下記のとおり共通仕様書の読替を行うこととす
る。 
 

記 
 
① 土木工事共通仕様書の読替について 

 令和 4 年 7 月版 読替後 
1-7-1 
現場代理人
等の設置 
(4)3) 

共同企業体（経常建設共同企業体を含
む）を構成する場合は、構成員毎に主
任技術者又は監理技術者を必ず１名以
上選定しなければならない。なお、工
事を施工するために締結した下請契約
の請負代金額（当該下請契約が二以上
あるときは、それらの請負代金の総額
とする。）が４，０００万円以上になる
ときは、構成員のうち１社は監理技術
者を設置しなければならない。 

共同企業体（経常建設共同企業体を含
む）を構成する場合は、構成員毎に主
任技術者又は監理技術者を必ず１名以
上選定しなければならない。なお、工
事を施工するために締結した下請契約
の請負代金額（当該下請契約が二以上
あるときは、それらの請負代金の総額
とする。）が４，5００万円以上になる
ときは、構成員のうち１社は監理技術
者を設置しなければならない。 

1-7-1 
現場代理人
等の設置 
(5) 2) 

経常建設共同企業体を構成する場合
は、構成員毎に当該工事に対応する建
設業法の許可業種に係る監理技術者資
格者証及び監理技術者講習修了証を有
する監理技術者又は当該工事に対応す
る建設業法の許可業種に係る資格を有
する主任技術者を必ず１名以上選定し
なければならない。なお、工事を施工
するために締結した下請契約の請負代
金額（当該下請契約が二以上あるとき
は、それらの請負代金の総額とする。）
が４，０００万円以上になるときは、
構成員のうち１社は監理技術者を設置
しなければならない。 

経常建設共同企業体を構成する場合
は、構成員毎に当該工事に対応する建
設業法の許可業種に係る監理技術者資
格者証及び監理技術者講習修了証を有
する監理技術者又は当該工事に対応す
る建設業法の許可業種に係る資格を有
する主任技術者を必ず１名以上選定し
なければならない。なお、工事を施工
するために締結した下請契約の請負代
金額（当該下請契約が二以上あるとき
は、それらの請負代金の総額とする。）
が４，5００万円以上になるときは、構
成員のうち１社は監理技術者を設置し
なければならない。 

  



 令和 4 年 7 月版 読替後 
1-28-2 
再生資源及
び建設副産
物 
(2) 

受注者は、再生資源利用計画書等を作
成した場合には、工事完成後速やかに
実施状況を記録し監督員に提出すると
ともに、工事完成後 1 年間保存しなけ
ればならない。なお、実施記録の様式
は、国土交通省のリサイクルホームペ
ージの再生資源利用[促進]計画書（実施
書）様式又は一般財団法人日本建設情
報総合センターが提供する建設副産物
情報交換システム（COBRIS）によるも
のとする。 

受注者は、再生資源利用計画書等を作
成した場合には、工事完成後速やかに
実施状況を記録し監督員に提出すると
ともに、工事完成後５年間保存しなけ
ればならない。なお、実施記録の様式
は、国土交通省のリサイクルホームペ
ージの再生資源利用[促進]計画書（実施
書）様式又は一般財団法人日本建設情
報総合センターが提供する建設副産物
情報交換システム（COBRIS）によるも
のとする。 

 
② 施設工事共通仕様書の読替について 

 令和 4 年 7 月版 読替後 
1.7.1 
現場代理人
等の設置 
(4)３） 

共同企業体（経常建設共同企業体を含
む）を構成する場合は、構成員毎に主任
技術者又は監理技術者を必ず１名以上
選定しなければならない。なお、工事を
施工するために締結した下請契約の請
負代金額（当該下請契約が二以上あると
きは、それらの請負代金の総額とする。）
が４，０００万円（建築一式工事の場合
は６，０００万円）以上になるときは、
構成員のうち１社は監理技術者を設置
しなければならない。 

共同企業体（経常建設共同企業体を含
む）を構成する場合は、構成員毎に主任
技術者又は監理技術者を必ず１名以上
選定しなければならない。なお、工事を
施工するために締結した下請契約の請
負代金額（当該下請契約が二以上あると
きは、それらの請負代金の総額とする。）
が４，５００万円（建築一式工事の場合
は７，０００万円）以上になるときは、
構成員のうち１社は監理技術者を設置
しなければならない。 

1.7.1 
現場代理人
等の設置 
(5) 2) 

経常建設共同企業体を構成する場合は、
構成員毎に当該工事に対応する建設業
法の許可業種に係る監理技術者資格者
証及び監理技術者講習修了証を有する
監理技術者又は当該工事に対応する建
設業法の許可業種に係る資格を有する
主任技術者を必ず１名以上選定しなけ
ればならない。なお、工事を施工するた
めに締結した下請契約の請負代金額（当
該下請契約が二以上あるときは、それら
の請負代金の総額とする。）が４，０００
万円（建築一式工事の場合は６，０００
万円）以上になるときは、構成員のうち
１社は監理技術者を設置しなければな
らない。 

経常建設共同企業体を構成する場合は、
構成員毎に当該工事に対応する建設業
法の許可業種に係る監理技術者資格者
証及び監理技術者講習修了証を有する
監理技術者又は当該工事に対応する建
設業法の許可業種に係る資格を有する
主任技術者を必ず１名以上選定しなけ
ればならない。なお、工事を施工するた
めに締結した下請契約の請負代金額（当
該下請契約が二以上あるときは、それら
の請負代金の総額とする。）が４，５００
万円（建築一式工事の場合は７，０００
万円）以上になるときは、構成員のうち
１社は監理技術者を設置しなければな
らない。 



 令和 4 年 7 月版 読替後 
1.25.2 
再生資源及
び建設副産
物 
(2) 

受注者は、再生資源利用計画書等を作
成した場合には、工事完成後速やかに
実施状況を記録し監督員に提出すると
ともに、工事完成後 1 年間保存しなけ
ればならない。なお、実施記録の様式
は、国土交通省のリサイクルホームペ
ージの再生資源利用[促進]計画書（実施
書）様式又は一般財団法人日本建設情
報総合センターが提供する建設副産物
情報交換システム（COBRIS）によるも
のとする。 

受注者は、再生資源利用計画書等を作
成した場合には、工事完成後速やかに
実施状況を記録し監督員に提出すると
ともに、工事完成後５年間保存しなけ
ればならない。なお、実施記録の様式
は、国土交通省のリサイクルホームペ
ージの再生資源利用[促進]計画書（実施
書）様式又は一般財団法人日本建設情
報総合センターが提供する建設副産物
情報交換システム（COBRIS）によるも
のとする。 

 
以上 

 


